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は じめに

本稿の課題は、地方 「構造改革」として強力に推進 されている市町村合併の構想 と現実につい

て、愛知 ・岐阜 ・三重の東海3県 の動 きか ら検証するものである。

現行の市町村合併特例法は、2005年3月 末で期限が切れ る。4月 以降には 「合併新法」が用意

されているが、合併特例債 などの財政上の優遇措置は1年 間の経過措置があるものの、新法では

廃止 され る。それまでに駆け込み申請が相次 ぎそ うで、 「平成の大合併」にいちだんと拍車がか

かっている。

2005年3月 までの市町村合併、あるいは合併 申請は 「第1次 合併」 といえるもので、その特徴

と問題点を明 らかに してい く必要がある。 これ によ り合併新法下の 「第2次 合併」に向けた課題、

今後の市町村 をはじめとした自治体再編、住民自治のあり方を提示す ることができよう。 ここで

は市町村合併をめぐる東海3県 の特徴的な動 きか ら、「第1次 合併」の中間的な総括 を行ってい

きたい。

1　 地方行財政制度の再編と市町村合併

2004年11月1日 、新たに20の 市町が誕生 して、全国の市町村数は3000の 大台を切 って2942と な

った。市町村数は2002年4月 には3218あ ったが、03年4月 までに28、04年4月 までの1年 間に90、

そ して4月 から10月 までの7ヶ 月間に158減 少 した。法定合併協議会に参加 している市町村は約

1800あ り、 このまま順調に推移する と2005年4月 には2500を 割る。 この1年 で市町村 の20%、

600余 りが消えることになる。政府与党の行財政改革推進協議会は 「市町村合併後の自治体数 を

1000を 目標 とする」 としていたが、この 目標には届かないものの、市町村合併はここにきて弾み

がついてきた。1)

本稿では東海3県 の市町村合併 をめぐる動きから特徴 と問題点をさぐってい くが、その前に合

併 をとりまく環境変化、現在進行 中の 「構造改革」による地方行財政制度の再編 を示 してお きた

い。2)

第1に 、「構造改革」による地方制度再編 、とりわけ基礎的 自治体 としての市町村制度の再編

である。2003年11月 の第27次 地方制度調査会の答 申を受けて、2004年5月 に合併 関係法が制定 さ

れた。具体的には 「地方 自治法の一部 を改正す る法律」「市町村の合併の特例 に関する法律の一



部を改正す る法律」「市町村の合併の特例等 に関する法律」の3法 であ り、2005年3月 以降の市

町村合併 にかかわ る新 たな制度 と枠組みがつ くられた。

市町村の合併の特例に関する法律(い わゆる合併特例法)は 、1965年 制定の時限立法であ り、

合併の円滑化 を図 るために関係法律の特例その他の必要な措置を定めることを 目的 とした。 これ

まで10年 ごとに延長 されてきたが、95年 改正で特例措置が拡充 される一方、特例法の期限を2005

年3月 まで とした。合併特例法は1999年 に合併特例債な ど財政措置を拡充す るな ど大幅に改正さ

れた。 さらに2002年 にも改正 され、今回の合併に威力 を発揮 していった。

2001年11月 に設置 された第27次 地方制度調査会 は、市町村合併を 「地方行財政制度の構造改

革」 として位置づ け検討を進 めていった。3)合併特例法の期限を2005年3月 にひかえて、地方制

度調査会の審議 もテンポを速めていった。2002年11月 、調査会の西尾勝副会長は 「今後の基礎 自

治体のあり方について」 とい う私案を発表 した。 これは西尾私案 と呼ばれ、一定規模未満の町村

を事実上 「解体」 させるものであり、地方制度再編 をめぐる論議に波紋を投げかけ、市町村合併

にも大きな影響 をあたえた。 この西尾私案か ら2003年4月30日 の中間報告、11月 の答 申を経て、

「合併新法」制定へ と展開 していった。

「合併新法」は2010年3月 までの5年 間の時限立法である。新法には現行の特例法に比べて、

都道府県の関与を強 く打ち出し、事実上 「強制的」な合併推進の色合いが強 くなっている。総務

大臣が国 としての 「基本方針」 を決定 し、それを受 けて都道府県が市町村合併の 「構想」を策定

する。都道府県が法定合併協議会設置の勧告、合併協議会に関す るあっせん ・調停をする仕組み

などである。これまでは総務省や知事の指針 ・勧告は行政的な関与であったが、新法ではいずれ

も法律 に明記 された関与とな り、法的根拠があたえ られた。

新法において も、議員の在任特例は継続 されるが、財政支援措置は縮減 ・廃止 される。普通交

付税の合併算定替 えは、10年 か ら段階的に5年 に短縮 され る。今回の合併推進の 「アメ」として

威力 を発揮 した合併特例債は廃止 される。合併特例債は地方債膨張を加速 させ、地方交付税 の補

助金化など財政秩序、財政再建か らもきわめて問題の多い制度であ り、それだけ批判も大きかっ

た。4)合併特例債の廃止は当然の措置ではあるが、1年 間の経過措置期間が設 けられ、2005年3

月までに申請 し、06年3月 末までに合併すれば認め られ る。 この経過措置を含 めて、合併特例債

の廃止は駆 け込み合併、申請に拍車をかけてい る。

合併新法によ り、合併後 に旧市町村地区を単位 とする 「合併特例区」(法 人格 をもつ特別地方

公共団体)が 合併後5年 とい う期限つきで設置できるようになった。それ と合併に関係な く、市

町村の判断で設置可能な、法人格をもたない 「地域 自治区」 も一般制度の地域 自治組織 として導

入 された。5)なお、今回の地方 自治法の一部改正 によ り、都道府県の合併手続 きが大幅に簡素化

された。府県合併が住民投票 を経ずに、議会の議決だけで可能 とな り、合併がスピー ドア ップさ

れ る。そ して、第28次 地方制度調査会で 「道州制」導入が急速 に具体化 されつつある。都道府県



とい う広域 自治体の制度改革が焦点 とな り、それが市町村合併にも少なか らぬ影響をおよぼす こ

とになる。

第2に 、小泉内閣の地方税財政制度にかかわる 「三位一体の改革」が地方財政に深刻な影響 を

もたらし、それが合併推進に拍車 をかけている。

2002年6月 の 「経済財政運営 と構造改革に関する基本方針2002」(骨 太の方針2002)は 、今後

の地方行政体制 とともに、地方財政改革 について も検討方向を打ち出 した。国庫補助負担金、地

方交付税、税源移譲を含む税源配分のあ り方を三位一体で検討 して、改革案 をまとめるとい うも

のである。

この 「三位一体の改革」の全体 ビジョンが示 されたのは、2003年6月 の骨太 の方針2003で ある。

改革の柱は次の3点 である。①国庫補助負担金 については、概ね4兆 円程度を 目途に廃止 ・縮減

等の改革を行い、その際に公共事業関係の補助負担金 について も改革す る。②地方交付税につい

ては、地方財政計画 の見直 しと財源保障機能の縮小によ り交付税への依存を低下 させ、その算定

方法の簡素化および段階補正の見直 しをさらに進 める。③税源移譲については、廃止す る国庫補

助負担金 の対象事業の中で引き続き地方が主体 となって実施する必要があるものは、基幹税 の充

実を基本 に移譲す るが、税源移譲にあたっては個別事業の見直 し ・精査を行い、補助金の性格な

どを勘案 して8割 程度を 目安 として移譲 し、義務的な事業については徹底的な効率化 を図った上

で所要の全額 を瀕 する。

こ うした全体 ビジョンにもとづ く改革は、2004年 度予算で どのように具体化 され たのか。6)結

論だけを示 してお くと、基本的な税源移譲は先送 りして、福祉や教育関連 など補助金 の1兆 円削

減、地方交付税の大幅縮減が強行された。地方交付税は前年度 よ り1.2兆 円、率にして6.5%減 と

なった。 これは名 目値 であ り、本来は交付税で配分す る資金を、国が実質的に元利償還すること

を条件に各 自治体が発行す る臨時財政対策債(赤 字地方債)も 大幅に抑制 された。それにより実

質的な交付税総額は前年度 より2.9兆 円、率に して12%も の削減 となった。地方交付税に依存 し

ている多 くの自治体か ら 「予算が編成できない」 といった声があが り、その後の 「三位一体の改

革」 にも影響をおよぼす ことになる。

2004年6月 の骨太の方針2004は 、改革方向として 「税源移譲は概ね3兆 円規模 を目指す。その

前提 として地方公共団体に対 して、国庫補助負担金改革の具体案 を取 りまとめるよ う要請 し、こ

れを踏 まえて検討す る」 とした。 これを受けて地方6団 体は8月 に 「国庫補助負担金等に関する

改革案～地方分権推進のための 『三位一体の改革』～」を政府に提出 した。

地方6団 体の提案は 「三位一体の改革」に関す る前提条件 として、地方財政制度全般 にわたる

次のような基本方針を示 している。国 と地方の協議機 関の設置、税源移譲 との一体的実施、確実

な税源移譲、地方交付税 による確実な財政措置、施設整備事業に対す る財政措置、 自治体への負

担転嫁の排除、新たな類似補助金の創設禁止、地方財政計画の作成にあたっての地方 自治体の意



見の反映な どである。そ して、2006年 度までの第1期 改革で3.2兆 円、09年 度までの第2期 改革

で3.6兆 円の補助金削減 を具体的に提案 した。それぞれの補助金削減 にともな う税源移譲につい

ては、第1期 は所得税か ら住民税へ3兆 円、第2期 は消費税か ら地方消費税へ3.6兆 円を実施す

るとした。地方 自治体の側か ら、補助金改革(削 減)の 具体案を政府に提案 したのは、 日本の地

方自治の歴史か らみても画期的なものとして評価できる。

画期的な地方6団 体の提案 は、財務省 などの省庁により真 っ向か ら反対 された。7)地方案 を骨

抜 きにする動 きも目立ち、政府 と地方 自治体 との攻防は激 しさを増 していったが、政府 ・与党は

11月 に 「三位一体の改革」の全体像を決定 した。焦点の義務教育費国庫負担金は地方案に沿って

補助金改革の対象に8500億 円を明記 したが、その具体化は先送 りされた。地方案 になかった国民

健康保険は 「地方への権限移譲を前提に都道府県負担を導入する」 との方針 を盛 り込んだ。生活

保護 ・児童扶養手当については、 「05年度 中に検討 し結論 を得 る」 と先送 りした。その一方で、

「概ね3兆 円規模 の税源移譲」を明記 したほか、地方交付税についても06年 度まで 「適切に財源

措置を行 う」 と総額の確保を明記 した。

政府 ・与党の全体像は基本的な ところが先送 りされてお り、 「三位一体の改革」の名のもとに

国の財政再建を行 う方向は明確であ り、今後の地方財政は厳 しい状況がつづ くことは間違いない。

ただ し05年度の地方財政対策では、「三位一体の改革」 を円滑に推進するために一定の政策的な

「配慮」がな されてい る。地方交付税 は4年 連続 して減少 していたが、総額16兆9000億 円、前年

度比100億 円増 を確保 した。 これに地方税等を加 えた地方一般財源 も53兆4400億 円とす るな ど、

地方側が求 めていた 「前年度同額以上」は一応なん とか確保 されることになった。

2　 市町村合併の構想 と現実

旧自治省(現 総務省)は1999年 の改正合併特例法の施行直後に、「市町村の合併の推進につい

ての指針」を策定 した。 この指針では都道府県に2000年 中のできるだけ早い時期に、市町村合併

の推進についての要綱作成を求 め、すべての市町村 を視野に入れた合併パターン、線引き案の作

成を指示す る。8)総務省の調査によると、愛知県は88市 町村が最多で24、 最少では16に 減少す る。

岐阜県は99市 町村が最多で22、 最少では5(鳥 取 ・富山に次いで3番 目に少ない)ま で減 る。三

重県でも69市 町村が最多で16、 最少で10ま で減 るとしている。

(1)愛 知県

愛知県は市町村広域行政研究会の提言な どをもとに、合併の類型 ・区分な どを作成 した(『 愛

知県市町村合併推進要綱』2000年12月)。 その際の合併パ ター ンは、「住民の社会生活や行政の連

携等の状況を示す客観的な指標や地域 の主観的な結びつきを示すデータにおいて一体性が高 く、

合併に一定の効果が期待できるもの」 としてい る。

合併後の市町村像に着 目した合併後の人 口規模 に基づ く類型 として、次の3つ をあげる。 「中



核市 ・特例市型(政 令指定都市型を含む)」 は人口20～30万 人程度で、地域の中心 となる都市 ・

高度かつ多様な公共サー ビスを提供できる都市である。 「都市機能充実型」は人口4～5万 人で、

市町村 に期待 され る公共サー ビスをよ り効率的 ・効果的に提供できる都市である。 「生活機能充

実型」は人口1～2万 人で、住民生活に基幹的な公共サー ビスをより安定的に提供できる町村で

ある。

愛知県では岐阜 ・三重県 と違 って、合併が地域におよぼす影響の相違に着 目した合併前の人 口

規模 にもとづ く区分 も行 ってい る。最大市町村 と最小市町村の人口 規模の差が5倍 よ り小 さい

「Aタ イブ(規 模類似)」 は、効果や課題 など合併の影響は関係市町村間で比較的類似 している。

人口 規模 の差が5倍 より大きい 「Bタ イプ(規 模多様)」 は、効果や課題 など合併の影響は関係

市町村間で質、量ともに比較的異なる。愛知県で比較的早い段階か ら合併協議が開始されたのは

中小都市が多 く、「中核市 ・特例市型Bタ イプ」「都市機能充実型Bタ イプ」が主流とな り、合併

協議が進め られ る。

こうした合併構想 はどのように展開 してきたのか。愛知県の合併第1号 は、2003年8月 に田原

町 と赤羽根町が合併 して誕生 した 「田原市」である。現在、14法 定合併協議会、1任 意合併協議

会が設置 され協議が進め られてい る。そのなかで2005年4月1日 を合併期 日に しているのが稲沢

市 ・祖父江町 ・平和町による 「稲沢市」、一宮市 ・尾西市 ・木曽川町による 「一宮市」、佐屋町 ・

立 田村 ・八開村 ・佐織町による 「愛西市」、豊 田市 ・藤岡町 ・小原村 ・足助町 ・下山村 ・旭町 ・

稲武町 による 「豊 田市」の4つ である。7月7日 が西枇杷島町 ・清洲町 ・新川町に よる 「清須

市」、10月1日 が新城市 ・鳳来町 ・作手村 による 「新城市」、設楽町 ・津具村 による 「設楽町」で

ある。

さらに2006年1月1日 に岡崎市 と額 田町、2月1日 に豊川市と一宮町、3.月20日 に師勝町 と西

春町が合併する予定である。 このほか七宝町 ・美和町 ・大治町(「 名西市」)、豊根村 ・富山村、

南知多町 ・美浜町も法定協議会で合併協議 を進めている。合併すると人口 が30万 人 とな り、中核

市の要件 をもつ ことになる東海市 ・大府市 ・知多市 ・東浦町では、任意協議会で協議を進めてい

る。

愛知県 は大都市圏のなかでは合併 「先進」県 といえる。東京都や神奈川県では現在、法定合併

協議会は設置 されていない。大阪府 も4法 定協議会にとどま り、合併が決まっているのは1協 議

会だけである。

合併は一見す ると順調のよ うだが、破たんや合併パ ターンの変更を余儀 なくされたケースも多

い。県内初の合併 とみ られていた豊川市 と宝飯郡4町 の合併は、最終盤になって破たん した。住

民発議で始まった合併協議であったが、住民意識調査で一宮町 と御津町で反対が多数を占め、協

議会 は解散 となった。このほか江南 ・岩倉 ・扶桑 ・大口 、碧海や西尾 ・幡豆地区など、尾張北部

と南部、西三河地域で破たんが相次 ぎ、非合併 ・自立志向の自治体が多くなっている。



(2)岐 阜県

岐阜県は2001年 の市町村広域行政検討委員会報告をもとに、合併効果に着 目した類型を設定 し

ている(『 岐阜県市町村合併支援要綱』2001年3月)。

人口 規模50万 以上の 「県都機能充実型（ 政令指定都市移行型)」 は、経済圏の確立 ・高次元都

市機能の集積が図 られ るとともに、都道府県並みに事務権限が拡充 されることにより、県都 とし

ての一層の発展が期待 され るとす る。30万 以上の 「中核市形成型」は、都市基盤整備 が進み県全

体の均衡 ある発展がなされ るとともに、保健所の設置、都市計画、環境保全事務など権限の移譲

が され ることにより都市計画 ・保健福祉施策などの充実が図られ、都市 としての発展が期待 され

るとす る。20万 以上の 「特例市形成型」、10万 以上の 「広域都市形成型」 も 「中核都市形成型」

に準ず る都市としての発展が期待 される。10万 未満の 「地域連携型 ・市連携型 ・町村連携型」は、

市町村間の社会的 ・文化的つなが りが一体的であ り、都市 として総合的 ・計画的な行政運営が図

られ、地域の一層の発展を期待できるとしている。

岐阜県は全国有数の合併 「先進県」である。合併第1号 は、2003年4月 に高富町 ・伊 自良村 ・

美山村が合併 して誕生 した 「山県市」であり、5月 の穂積町 ・巣南町による 「瑞穂市」がつづ く。

2004年2月 には古川町 ・河合村 ・宮川村 ・神 岡町に よる 「飛騨市」、本巣町 ・真正町 ・糸貫町 ・

根尾村による 「本巣市」、3月 には八幡町 ・大和町 ・白鳥町 ・高鷲村 ・美並村 ・明宝村 ・和良村

による 「郡上市」、萩原町 ・小坂町 ・下呂町 ・金 山町 ・馬瀬村による 「下呂市」が誕生す る。そ

して10月 の恵那市 ・岩村町 ・山岡町 ・明智町 ・串原村 ・上矢作町による 「恵那市」、11月 の各務

原市 ・川島町の 「各務原市」へ とつづ く。

このほか総務大臣告示済みの合併 として、新市町村名で 「揖斐川町」 「高山市」 「関市」 「中津

川市」があ り、2005年1月 ない し2月 に合併す る。そのなかで 「高山市」は、高山市が周辺9町

村を編入合併するもので、東西が約85キ ロ、南北が約65キ ロで広 さは2179平 方キロに達する。人

口は9万7000人 だが、面積 は大阪府を上回 り、東京都 と肩 を並べ る日本一広い巨大市が誕生する。

中津川市 と長野県山口村 との越県合併は、長野県議会での 「攻防」を経て総務大臣への申請手続

きが行われた。

現在、法定合併協議会が設置 されてい るのは、「岐阜市 ・柳津町」「西濃圏域」 「海津郡3町 」

「美濃加茂市 ・加茂郡町村」 「可児市 ・兼山町」 「多治見市 ・笠原町」の6協 議会である。 これ ら

は当初の合併協議会が破たん して、市町村の組み合 わせや規模 を縮小再編 した ものが多い。 「岐

阜市 ・柳津町合併協議会」は 「岐阜広域合併協議会」か ら羽島市 ・岐南町 ・笠松町 ・北方町が離

脱 して、名称変更 されたものである。1市9町 による 「西濃圏域合併協議会」は、大垣市 との枠

組みから養老町 ・垂井町 ・関ヶ原町 ・神戸町 ・輪之内町 ・安八町 ・池田町が離脱 を表明 している。

残 ったのは大垣市 と上石津町 ・墨俣町であるが、この3自 治体はまったく隣接 していない 「飛び

石」状態にあ り、今後の動 きが注 目され る。



岐阜県は全国有数の合併 「先進県」ではあるが、離脱が相次 ぐな ど当初の構想 とのギャップも

拡大 している。現在、合併協議会に参加 していないのは(す でに合併 した 自治体は除 く)、美濃

市 ・瑞浪市 ・土岐市 ・羽島市 ・岐南町 ・笠松町 ・大野町 ・北方町 ・御嵩町 ・白川村の10自 治体で

ある。 これ らは合併協議か ら離脱 した 自治体、非合併 「自立」志向の自治体 とに分けられ る。

(3)三 重県

三重県では合併類型 を作成す るにあた り、「限 られた資源 を効率的 ・合理的に配分す る視 点」

「県土の特色 ある発展 を図る視点」「分権型社会の創造を図る視点」を基本的な考え方に してい

る。 「性格」「人口 」「地理 ・地形」 とい う3要 素に着 目して、次の4類 型に区分 している(『 市町

村の合併の推進についての要綱』2000年12月)。

「自立都市形成型」は拠点型で概ね20万 以上の人口 であ り、都市連たん、都市的、都市 ・中山

間並存地域である。都市制度や圏域の位置づけとして、中核市 ・特例市 ・広域市町村 圏中心市を

想定 し、「県内の産業 ・経済活動の拠点 とな り、県土の持続的な発展を牽引する役割 を担 う」 と

す る。 「拠点都市形成型」は拠点型で概ね10万 以上の人口 であり、「自立都市形成型」 と同様の地

理 ・地形的要素をもち、広域市町村圏中心市を想定 している。 「都市機能充足型」は拠点 ・郊外

型で概ね4～10万 の人口 、都市連たんない し都市的地域であ り、市を想定 している。 「地域振興

型」は独立型で概ね10万 未満の人口 であ り、都市 ・中山間並存地域 と中山間地域で市町村が想定

される。

三重県の合併第1号 は2003年12月 の北勢町 ・員弁町 ・大安町 ・藤原町による 「いなべ市」であ

る。2004年 には10月 に浜島町 ・大王町 ・志摩町 ・阿児町 ・磯部町による 「志摩市」、11月 に上野

市 ・伊賀町 ・島ヶ原村 ・阿 山町 ・大 山田村 ・青山町による 「伊賀市」、12月 に桑名市 ・多度町 ・

長 島町による 「桑名市」の3市 が誕生 した。総務大臣に合併 申請済みなのが、 「松阪地方合併協

議会」「亀 山市 ・関町合併協議会」 「四日市市 ・楠町合併協議会」 「大宮町 ・紀勢町 ・大内山村合

併協議会」「津地区合併協議会」である。 この うち 「津地 区合併協議会」は津市 と周辺1市 ・6

町・2村 の広域合併であ り、人口 は28万2000人 余 りとなる。 四 日市市 と楠町が合併すると、人 口

は30万 を超えるが、津地区はそれに近づ くことになる。

このほか法定合併協議会が次の9地 域で設置 され、合併協議が進 められている。伊勢地区、紀

宝町 ・鵜殿村、紀伊長島町 ・海 山町、南勢 ・南 島、熊野市 ・御浜町 ・紀和町、多気町 ・勢和村、

熊野市、紀和町、大台町 ・宮川村の9合 併協議会である。

3　 「第1次 合併」の特徴と今後の課題

以上のよ うに、東海3県 の 「第1次 合併」の構想 と現実を概観 してきたが、その特徴 と問題点

は次のようにま とめ られ る。9)

第1に 、全国有数 の 「合併先進県」である岐阜県 を筆頭 にして、「第1次 合併」が急速 に進行



して、合併市町が次々 と誕生 していることである。

今回の合併 は全国的にみれば、「西高東低」とい う地域差がみ られ、都道府県ごとに温度差が

ある。列島の真ん中に位置す る東海3県 は、全国平均よ り早いぺ一スで合併が展開 している。東

海3県 の地域構造や財政状況、県 と市町村 と地域住民 との関係(ガ バナンス)な どか ら、合併を

推進する背景 ・メカニズムをさぐってい く必要がある。 中山間地域などに位置 して財政力の脆弱

な自治体を多 く抱える岐阜県や三重県だけでなく、愛知県が大都市圏のなかで突出 した進捗状況

なのが注 目され る。

愛知県は大都市圏にあって、三河地方を中心に中山間地域に位置 して、過疎化が進行 してい る

自治体も多い。その一方で全国一の工業生産県であ り、それが財政力 にも反映 している。普通交

付税の不交付団体の5分 の1は 愛知県下の市町村である。地域的には西三河地方に多 く、自動車

産業 を軸に した製造業の工場や輸出拠点な どである。10)財政力の高 さは、ふつ う合併への 「誘

引」を弱めるよ うに作用す る。 「碧海市」構想な どが頓挫 したのも、財政力の高 さ、豊富な税収

が大きく作用 した。11）

それでは全国一といえる財政力をもつ豊 田市は、なぜ 中山間地域 との合併に走ったのであろ う

か。途 中で三好町が離脱 した(こ れ も財政力が背景 にある)と はいえ、豊 田市 は周辺6町 村 と

2005年4月 に合併する。人 口は39万5000人 余 りであ り、面積は918平 方 キロと県下最大の都市が

誕生する。

豊 田市長は合併研究会の席で 「合併 します と、全国にも例のない 自治体ができる」 と発言 した。

広大で低密分散型の 「都市」が誕生するわけで、 「都市内分権 による新 しい自治体づ く り」が推

進 される。都市内分権については、研究会の議論な どでも 「見かけ上、サービスが低下す ること

もあ りうる」 とか 「地域 によるサー ビスの違いを容認 しあうことで持続可能な都市を」といった

指摘がなされていた。周辺町村のなかで足助町は全国的にも有名 な地域お こし ・まちづ くりを早

くか ら進めてきた。その足助町長は 「豊田市に嫁入 りす る話ですか ら、持参金が少 しでもある う

ちに行 くのが礼儀」 として、合併特例法の期限内の合併 にこだわった。藤岡町の財政力指数は03

年度には1.19と い う高い水準にあ り、平均年齢34.1歳 の 「日本一若いまち」をキャッチフレーズ

に行政を展開してきた。なぜ足助町や藤岡町が合併に走ったのか。それは自動車関連の労働者が

多く居住 して 「企業城下町」的な地域社会が形成 されていること、 トヨタ自動車の 「地域戦略」

な どによる。12)

第2に 、合併が順調 に進んでいる一方で破たんも相次ぎ、県が描いた当初の構想 とはかな りの

ギャップがあ り、非合併 ・自立の自治体 も次第に増えてきている。合併の破たんは財政状況や新

市の名称、住民の不満 など多 くの原因があるが、そ もそ も合併構想 に問題 があったところも少 な

くない。

山田公平氏は2004年7月 段階の愛知県下の合併の特徴 と問題点 を次のよ うに指摘 している。13)



合併パター ンで 「中核市 ・特例市型」はほとん ど崩れ、市と周辺町村 との合併型に収れん してい

る。人口20万 以下の 「都市機能充実型」は破たん ・分裂 ・縮小のいずれかであ り、広域行政圏

(郡域)を 単位 とした合併構想は、行政主導 ・住民不在の欠陥を露呈 している。む しろ隣接町村

の 自主的合併、広域連合的な連携関係が適切であったのではないか。名古屋市周辺の 「都市機能

充実型」の合併構想は、ほとん ど分解ない し変形 している。周辺市町に名古屋市への合併志向が

強いこと、大都市圏内の広域的な問題解決方法が欠如 している結果である。そ して、合併計画の

破たんで分離 した 自治体で自立志向が強まってきている。住民投票が採用 されるよ うになったが、

全体 として合併構想 ・計画が住民の関心 と理解を得 られず、住民の批判を受けるケースが多くな

っている。

岐阜県や三重県でも、構想 と現実のギャ ップが拡大 してきている。岐阜市は羽島市 と岐南 ・笠

松 ・柳津 ・北方各町の1市4町 との合併をめざしていた1こ の合併が実現すると、人口 は40万 人

余 りか ら54万 人余 りに増 え、政令指定都市になる法律上の要件である50万 人 を突破す る。 「政令

指定都市 ・岐阜」の誕生は、あの香川県の豊島を上回る56万 立方メー トル にお よぶ産業廃棄物の

不法投棄にはばまれた。新市の名称 を含めて合併協議 は順調 に推移 していたが、地元 を揺 るがし

た産廃問題を契機に事態は一変する。羽島市は住民投票結果 を受けて合併協議か ら離脱 し、岐南

町や笠松町 も離脱 を決めた。笠松町の住民投票では合併 「反対」が 「賛成」の2倍 近 くにのぼっ

た。14)三重県 においても、政令指定都市をめざす 「四 日市市 ・鈴鹿大合併」が県下の合併推進の

起爆剤であったが、協議が難航 して破 たんに追い込まれるところが多 く、小規模な合併が 目立つ

ことになった。

このよ うな特徴 と問題点をもつ東海3県 の 「第1次 合併」であるが、今後の検討課題 を示 して

い こつ。

第1に 、市町村合併 をめ ぐる動 きを リアルに把握 して、 「第1次 合併」の中間的な総括 を行 う

ことである。当初の合併構想や合併パ ター ンが どのよ うに推移 して変質 したのか、その要因を地

域構造や地域 のガバナンス(統 治構造)、 合併類型 などと関連づ けて総合的に検討 してい くこと

である。

第2に 、現在進められている市町村合併の問題点を多面的に明 らかにす ることである。 自治体

改革 ・まちづ くりの手段であるはずの市町村合併が、事実上 「国策」 として推進 されているため

に、実際には合併 自体が 目的化 していないか。今回の合併が首長 ・議会主導になってお り、スケ

ジュール に追われて住民がお ざな りに されていないか、合併後の財政見通 しに甘 さはないか、な

どである。

第3に 、合併 した 自治体 についての具体的な検証である。15)東海3県 でも田原市 ・山県市 ・い

なべ市な どで、合併か ら1年 以上が経過 して、当初の合併構想 ・計画 とのズ レ、合併後の地域問

題 も話題 となっている。実際に合併 した 自治体の具体的な検証から、「第2次 合併」に向けた教



訓 と課題 も引き出せ るで あろ う。 それ と合 併 しない 自立志 向の 自治体 も増 えつつ あ る。 こ うした

自治体 のガバ ナ ンス を さ ぐる とともに 、 自治体 自立 の条件 と今 後 の行 財政運 営の方 向 を検討 して

い く必要 が あ る。

注

1)2005年1月5日 付 『朝 日新聞』によると、市町村は1999年3月 に3232あ ったが、合併特例法のもとで次

のように変化 してきた。99年4.月 から05年1月4日 までに合併 したのは505市 町村であ り、136の 新市町が

誕生 した。総務省 が官報で告示 し、合併が確定 した自治体は389市 町村で91の 新 自治体が誕生する。法定

協議会で協議中なのは1290市 町村(休 止状態なども含む)、473合 併協議会である。法定協議会に参加 して

いないのは1048市 町村である。なお、本稿では2005年1月 初旬までの合併動向を対象 とする。

2)2002年 までの動向については、拙稿 「地方制度再編 と地方財政 『改革』」(『名古屋市立大学人文社会学

部研究紀要』第14号 、200毎年3月)を 参照のこと。

3)加 茂利男氏によれば、90年 代後半以降 「『構造改革』の歯車が回 り始め、金融システム改革 ・中央省庁

改革 ・財政構造改革 ・教育改革 ・司法改革などが矢継ぎ早に行われ、地方 自治の分野でも分権改革 と必ず

しも合致 しない と考えられていた市町村合併などが、改革 メニューのメイ ン ・ディシュとされ るにいたっ

た。分権を主ベ ク トル として進み始めた平成 日本のシステム改革は、こうして 『構造改革』＝ 新 自由主義

的政治経済改革に形を変え、分権改革はその中に組み込まれた」(白 藤博行 ・山田公平 ・加茂利男編 『地

方 自治制度改革論』 自治体研究社、2004年 、307ぺ 一ジ)と している。

4)拙 著においても次のように批判 している。「合併特例債に対す る交付税措置により、『交付税の先食い競

争』が展開している。現在でも深刻な地方交付税特別会計の悪化に拍車がかかることになる。財政難の時

代にあって、合併ブームにより歳出削減意欲がかえって低下するなど、モラルハザー ドといえる放漫な財

政運営が 目につく。国策的な合併推進のかけ声のもとで、財政再建に向けて歳出圧縮をすすめる 『構造改

革』 と逆行する動きが進行 している。」(『公共事業 と財政』高菅出版、2003年 、156ぺ 一ジ)

5)合 併新法に先立つ地方制度調査会答申は 「基礎的自治体 レベルに 『基礎 自治体』 と旧市町村単位の 『地

域 自治組織』(こ れは合併新法では 『地域 自治 区』になる)と い う 『二層構造 』を提案 している。単純化

して言 えば、前者が行政体であ り後者が共同体であろう。その うえで地制調は二層構造の上層ない し大き

い方の組織を新 しい 『基礎 自治体』 と考え、下層部分である旧市町村は 『地域 自治組織』つま り部分 自治

組織だと位置づけたのである。」(加茂利男、前掲論文、335ぺ 一ジ)

6)平 岡和久 ・森裕之 「『三位一体の改革』の虚構 と 『自律』財政の焦点」(『資料 と解説 自治体 自立計画

の実際』 自治体研究社、2004年)参 照。

7)地 方6団 体の改革案に対する意見 ・批判や地方交付税制度については、全国町村会の 「町村 自治の発展

を支える財政制度の構築に向けて」(2004年12月)と い う提言が参考になる。

8)具 体的な合併パター ンの参考資料 として、「合併後の人 口規模等に着 目した市町村合併の類型」を示 し

ている。人口規模 としては指定都市 と関連する50万 人超、中核市や特例市に相当する30万 人 ・20万人程度、

広域市町村圏の設定基準にあたる10万人前後、市制施行要件である5万 人前後、そして1～2万 人程度の

5類 型 に区分 される。保健福祉や学校教育といった基幹的な行政サービスの適切 ・効率的な提供のために

は、少なくとも1～2万 人程度の人 口規模 が期待 されるとした。

9)山 田公平 ・東海 自治体問題研究所編 『市町村合併 と自治体 自立への展望』自治体研究社、2003年 を参照

のこと。、



10)拙 稿 「地域経済の動向 と財政」(『名古屋市立大学人文社会学部研究紀要』第17号 、2004年)参 照。

11)2002年9月27日 の碧南市議会で、刈谷 ・安城 ・知立 ・高浜市との 「碧海5市 」の合併協議会設置を求め

る議案が否決 され、合併協議が破綻 した。碧南市は中部電力碧南火力発電所などを抱え、財政力指数は全

国4位 の1.59で あった。

12)筆 者は2002年10月5日 に藤岡町で行われたシンポジウムにおいて、町の財政状況からしても拙速な合併

に問題 を投げかけた。10月8日 付の 『朝 日新聞』三河版は、このシンポジウムなどの動 きに対 して 「徹底

した効率化で知 られ る トヨタ自動車のおひざ元で、地元の企業などか らも行財政改革を目指 した自治体合

併を求める声は根強 く、住民や町関係者にも困惑 している」 と指摘 した。そ して、豊田市長はこの8月 上

旬に トヨタ 自動車首脳 と懇談 して、「周辺町村が豊 田市に依存するだけではいけないが、行財政改革や地

方分権の流れのなかで合併は必要」 との示唆を受けたことを紹介 している。

13)東 海 自治体問題研究所の市町村合併研究会(第21回 研究会、2004年7月31日)に おける山田公平氏の報

告による。筆者は2004年1月29日 、江南市 ・大口 町 ・扶桑町 との合併協議を進めている岩倉市の市議会 ・

合併研究特別委員会で講演する機会があった。岩倉市のような自治体であれば、自立 とい う 「もう一つの

選択肢」も視野に入れたらどうかと指摘 したが、財政力が高い大口町の離脱で合併協議は白紙 となって し

まった。

14)『 朝 日新聞』名古屋本社版、2004年6月10日(夕 刊)参 照。

15)日 本都市セ ンターはホームぺ一ジに 「合併要覧(合 併特例法98年 改正以降の市町村合併の事例集)」 を

掲載 している。これはセンターが実施 した 「市町村合併に関す るアンケー ト調査」をもとに作成 したもの

であり、合併の経過や合併後の状況が把握でき参考になる。


